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特別講演

法整備の建設と発展　─日本とアジア

� 松　　　島　　　　洋　
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第１　はじめに
１　ごあいさつ
　ただいま柴谷晃司法研究所長からご紹介いただきました弁護士の松島洋です。

　今年４月に駒澤大学法科大学院に司法研究所が開設されその記念講演会の講師

としてご招待いただきありがとうございます。司法研究所創立おめでとうござい

ます。又、雨の中にもかかわらず講演会を聞きに来られたみなさまどうぞよろし

くお願いします。

　今日の私の演題は「法整備の建設と発展　─日本とアジア」という大きなテー

マです。先ほど講演された貝阿彌誠さんの演題も「司法と行政・立法─法曹と法

の適正な解釈適用」という研究所開設にふさわしい大きなテーマで、興味深く聞
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かせていただきました。昨年末のＣ型肝炎についての全国各地での裁判とそれに

対する行政の対応及び立法による救済と立法府のあり方について、国の裁判につ

いての実務的な最高責任者である法務大臣官房訟務総括審議官で実際に各訴訟の

指揮を執った貝阿彌さんの忌憚のない考えというものを聞かせていただき、大変

参考になりました。

　私のテーマも大きなものですが、抽象的な話でなく自分の経験の中で知ったこ

とまた考えてきたことを述べていきたいと思います。

　さて、新しく駒澤大学司法研究所が設立されたということで、皆さんに「新し

いこと」ということで質問をしたいと思います。

２　司法における「新しいこと」
　今年は、2008 年で 21 世紀になってまだ８年しかたっていませんが、20 世紀の

日本の司法界にはなかったもので 21 世紀になって初めてできた、あるいはでき

る制度が２つあります。それは何でしょうか？

　「法科大学院」2004 年から開設

　「裁判員制度」2009 年から実施予定

　そうですね。2004 年から「法科大学院」がはじまり、その結果「駒澤大学法

科大学院」が開設され、さらに「駒澤大学司法研究所」が今年創立されて今日に

至っており、法科大学院制度を作らなければ今日の講演会はなかったし、私と皆

さん方との出会いはなかったことになります。

　それでは、そのような新しい重要な制度の改正が、なぜ矢継ぎ早に日本で行わ

れているのかということを皆さんと一緒に考えて行こうというのが今日の講演の

趣旨です。

　「司法制度の建設と発展─日本とアジア」という大きなテーマですが、この講

演の狙いは、現在日本で行われている大規模な司法改革はなぜ急いで行われてい

るのかということを、日本の司法制度建設の歴史や諸外国との比較、特にアジア

の国々も現在懸命に司法制度を建設しようと努力している姿から考えようとする

ものです。
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３　私の経歴
　それでは、そのような大きな歴史を語る前に、私個人の歴史を少し語りましょ

う。

　私は、1955 年に長野県松本から北に広がる北アルプスのすそ野、安曇野に生

まれ育ちました。その後、74 年に東京大学に入学し大学構内にある駒場寮で暮

らすことになります。その時に寮で出会った友人が、先ほどご紹介いただいた司

法研究所長の柴谷先生で、その後一緒に法律の勉強会をしたりして、司法試験を

目指しました。

　78 年に司法試験に合格し、２年間の司法修習のうち京都で１年余り実務修習

をして 81 年に東京で弁護士登録しました。それ以来、弁護士を続けて今日に

至っています。その間千葉大学法経学部で外国人法についての講義を担当した

後、2001 年から 04 年にかけて最高裁判所司法研修所で民事弁護教官を勤めまし

た。その後 04 年 05 年と法務省司法試験考査委員（民事訴訟法）を担当し、08

年から法務省司法試験委員会委員に任命されて現在に至っています。

　このような経歴を紹介すると、みなさんは私が法律の勉強が好きで、長い間法

律の勉強を続けているのかとお思いでしょうが、実際は大学法学部で勉強してい

たときには法律の背後にある文化や歴史の方により興味を持っていました。

４　私と中国
　職業として弁護士を選んだ私は、弁護士をやりながら、しかしできるだけいろ

いろなことに目を向けていこうと考えました。

　弁護士登録して都内のある事務所に勤務していたのですが、３年ほどして独立

して仕事を自分で行うようになりました。独立したといっても始めから大した仕

事があるわけではないので、余った時間を利用して先輩の誘いを受けて中国の法

律事情視察の旅に出ます。

　1985 年５月のことで私の 29 歳の時です。中国はそのころ毛沢東時代の革命と

混乱の時代を終え、1979 年に「黒猫でも白猫でもネズミを捕る猫は良い猫だ」

という言葉で有名な「鄧小平」が大きく中国現代化の方向に舵を切り、それまで

存在を一時否定されていた裁判所や大学や弁護士の制度を 1980 年ころから復活
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させ、まさに中国の法制度の整備を始めたばかりのころでした。

　中国と日本との国交が正常化したのは 1972 年に田中角栄首相が北京を訪問し

て以来のことですが、実は中国の法律界と日本の法律界との交流も、国交正常化

直後から再開しています。資料１をご覧下さい。

○日中法律家の交流
　ここには日中の法律家交流の一部が記載してあるだけですが、あまり知られて

いませんが非常に早い段階から長期間にわたり定期的な交流が行われてきまし

た。

　私の 30 歳代の 10 年間は、中国の法律事情の調査や中国の法律家との交流に相

当の力を割くことになりました。中国はとにかく広い国で歴史も長く、しかも古

くから日本の文化に影響を与えていたのですからもともと歴史好きの私にとって

は中国の法律家との交流は大変楽しい事業でした。中国への訪問も 10 回以上に

及びました。初めての訪中では北京の、次の訪問都市は四川省の成都でした。未

曾有の損害を与えた今回の四川大地震の震源地の近くを訪問した時のことはまだ

深く私の記憶に刻まれています。四川は四川料理やパンダのふるさとで知られて

いますが、魏・呉・蜀の三国志で有名な蜀の国であり、成都はその蜀の都です。

市内に有名な蜀の王である「劉備玄徳」がその部下で名宰相として有名な「諸葛

孔明」とともに祭られていたり（王とその部下がともに祀られているのはとても

珍しいようですが）、杜甫がしばらく住んだ場所（杜甫草堂）が残されていたり

と文化豊かなところです。

　洛陽・開封・西安・杭州・無錫・南京・廈門・広州・蘭州・敦煌・ウルムチ・

トルファン・カシュガルなど訪問した先々で中国各地の歴史的な文物に触れる楽

しみが中国の法律家との交流を長く続けてきた大きな理由かもしれません。

　もう一つの私の興味は、共産主義の中国がどのように資本主義世界と折り合い

をつけながら発展を遂げていこうとしているのかを法律制度の整備や若い法律家

の成長とともに見ていきたいということでした。

　中国は、「革命と混乱の時代」に高等教育を廃止し知識階級を地方の農場など

に「下放」して一時期反知識人運動を行い、その結果法律制度を全面的に破壊し
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たので、新しい法制度を作っていくべき人材は、1980 年以降に復活した大学の

法学部などを卒業した若手でした。つまり 1981 年に弁護士となって歩き始めた

ばかりの私と同世代か少し若い世代が中国の法制度建設の実質的な中心となって

いくのです。

　中国の法律家との交流は、日本の法律家が訪中団を作って中国を訪問して各地

の法制度を視察して意見交換を行うほかに、中国の法律関係機関（立法機関・司

法部・弁護士会など）の日本訪問団を受け入れ日本の法律事情を知って貰った

り、それぞれの機関から派遣された研修生や留学生を日本で受け入れる形で行わ

れてきました。

　このような交流を行う団体として日中法律家交流協会が創立されており、私は

その事務局を担当して、ほぼ同世代の中国人の若き法律家と親しくつきあい、互

いに忌憚のない意見を交わしていく、これは大変な喜びでした。その交流の必要

のため、中国語を学ぶこともできました。

５　中国だけでないアジア各国の法律家との交流と国際法整備支援
⑴　アジア弁護士会長会議
　中国の法律家との交流を続ける一方、日本の法律家が中心となってアジア全体

において法律家同士の交流を図ることが必要なのではないかという考えが提起さ

れるようになりました。特に熱心な働きかけが韓国の弁護士会から日本の弁護士

会宛にありました。韓国は当時南北同時に国連加盟を果たし、ソウルオリンピッ

ク開催を間近に控え大胆に国際社会に出ていこうとする機運にあふれていまし

た。それまでにもアジアを中心とする法律家の団体は存在していましたが、それ

ぞれの国の最大の法律家団体である各国の全国規模の弁護士会の会長会議を是非

行うべきではないかということで、日本弁護士連合会がいろいろ準備して 1990

年に第１回のアジア弁護士会長会議を東京で行うことになりました。

　アジアの多数の国の弁護士会の参加を得たいということで、私も中国への働き

かけの要員としてそのプロジェクト準備段階から加わることになりました。残念

ながら、中国では 1989 年に学生を中心とする民主化運動が悲劇的な結末を迎え

た「天安門事件」が発生し 90 年の第１回アジア弁護士会長会議に中国が参加す
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ることはなりませんでした。しかし２回目のソウルからは中国が参加するように

なり、次第に参加国が増え（オーストラリアやニュージーランドも加わり）1999

年に 10 回目の記念大会を東京で行うなど、毎年開催されて今日に至っていま

す。08 年は、ベトナムのホーチミンで開催されました。

　このようなアジアの弁護士同士の交流の際の言語は英語（アジア的英語といっ

ても良いかもしれませんが）を使用せざるを得ませんので、アメリカのロース

クールへの留学経験のある友人のアドバイスに従い、私も弁護士 15 年目にして

短期間ではありますがカリフォルニアのロースクールのサマースクールに参加し

て、少しだけアメリカの法律及び法律制度を勉強しました。

⑵　本格的なアジアへの法整備支援─日本政府の関与
　今までの話は、私が直接関与した民間レベルのものですが、1993 年から政府

のレベルで本格的な法整備支援活動が開始されます。ベトナムへの立法支援活動

です。

　翌 94 年からはカンボジアへの司法支援活動が開始されました。

　現在までに、ベトナム・カンボジア・ラオス・モンゴル・インドネシア・ウズ

ベキスタンなどで法整備支援活動がおこなわれています。

　私も、ベトナム及びカンボジアの案件に関与してきました。

　このような事業は政府（法務省）が関与するようになって飛躍的な発展を遂げ

つつあります。国際協力機構（JICA）の支援と協力のもと、法務省が中心と

なって最高裁判所及び日本弁護士連合会からの人材の派遣や法学者の支援を得て

行っています。

　現在は、民法や民事訴訟法等の立法支援にとどまらず、できあがった法律の運

用や法曹養成制度の確立への支援なども行っています。

　被援助国には、様々なプロジェクトを遂行するために現地に専門家（弁護士や

裁判官・検察官）を長期派遣し、短期に派遣される学者などのセミナーの実施や

日本での専門家研修の準備などにあたっています。特に大規模な援助を行ってい

るベトナムには、検事・裁判官・弁護士から各１名及び JICAの調整員及び現地

スタッフからなる法整備支援の専門事務所を設けるなどしています。
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　また、最近は中国の民事訴訟法等の改善に関し、中国の立法機関である全国人

民代表大会常務委員会法制工作委員会の民事法立法担当部門に対する支援プロ

ジェクトも開始しております。その関係で、今年から北京に若手弁護士が派遣さ

れています。

６　日本の法曹養成とアジアの法整備支援
○司法研修所教官として考えたこと
　私は、既に述べたとおり、2001 年から３年間司法研修所の民事弁護教官とな

り、一旦アジアの法律家との関わりを離れ、日本の若き法律家の養成の仕事にた

ずさわりました。

　その教官の仕事のために、日本の法制度の整備（民事弁護ですから主として民

事手続法の整備）についてまとまって勉強する機会を得ました。

　日本の民事手続法は、私が司法試験の時に勉強した法律に大幅に改正が加えら

れ、民事執行法の成立・民事保全法の成立・民事訴訟の大改正などさまざまな法

律の整備がなされていました。弁護士として仕事をしている時にはそれぞれの法

律の改正などについて必要な範囲で勉強しただけですが、司法研修所の講義のた

めに民事手続法をまとまって勉強する機会を得て、最近の四半世紀に日本で重要

な民事手続立法がなされてきたことを改めて知りました。

　そのとき、アジアの各国が法整備の確立に懸命に取り組んでいる同じ時期に日

本でもさらに法制度をよりよいものにするために頑張っていたのだと強く感じま

した。

　アジアの各国への支援をする際に法制度を整備することの苦労を思うにつけ、

日本の法制度はどのように発展してきたのかとの関心は深くなりました。

○司法研修所教官を終えてから─法整備支援に復帰
　司法研修所の教官として日本の法曹養成に関与し、また日本の民事訴訟法等の

手続法が精力的に整備されてきたことを学び、約３年間の教官としての任期を終

えたのですが、教官を終えると、再びアジアの法整備支援に呼び戻されました。

2004 年のことですが、ちょうど JICAのベトナム法整備支援が民事立法支援か
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ら新たな段階に入り、設立されたばかりのベトナム国家司法学院（法曹養成校）

への支援が始まりました。法曹養成への支援です。

　そこで学者や弁護士に加えて司法研修所の教官もこの JICAプロジェクトに関

与するようになり、私も教官ＯＢとしてベトナムの法曹養成に関する委員になり

ベトナム国家司法学院へのカリキュラム支援や教材支援などに取り組みました。

また、施行されたばかりのベトナム民事訴訟法についての現地セミナーを民事訴

訟法学者とともにベトナムハノイで行うなどしました。

　これから述べることは、そのハノイセミナーの準備の時に考えたことを踏まえ

ています。

第２　司法制度の建設及び日本における司法制度の整備
１　司法の行政からの分離　弁護士の登場
　実は、日本の司法制度の歴史はそれほど古くありません。

　ところで、皆さんにとって「世界で最も知られた有名な弁護士」は誰でしょう

か？弁護士として有名というのではないかもしれませんが、弁護士をしていた人

で「伝記」にもなっている有名な人ですが？（しばらくして会場から「リンカー

ン」の声あり）

　アメリカ大統領リンカーン

　そうですね。アメリカ大統領リンカーンが有名ですね。苦学して弁護士になっ

たことが伝記でも知られていますね。この講演のためにリンカーンのことを調べ

てみたのですが 1809 年生まれで 65 年まで生きています。日本では、今ＮＨＫテ

レビ大河小説「篤姫」が放映されていますがその島津斉彬が同じ年生まれのよう

です（58 年没）。61 年に就任し 65 年に暗殺されるまで大統領でした。徳川家で

は 14 代家茂（和宮が正妻）が 61 年から 66 年まで将軍職でしたのでその在位と

ほぼ重なっています。

　日本では武家政権末期の時に、アメリカ合衆国では弁護士がすでに活躍して大

統領になっているわけです。リンカーンは、ミシシッピ川の船の運行に係る課税

訴訟でも活躍し弁護士としても高名だったようです。なお、リンカーンより古く

は 18 世紀フランス革命で活躍したロベスピエールも弁護士であったようです。
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アジアでは、ガンジーが弁護士として人種差別撤廃運動で活躍して、後にインド

を独立に導きます。同じく革命家のレーニンやカストロなどもかつて弁護士とし

て活躍していました。

　アメリカの大統領には弁護士出身者が多いことで知られていますが、クリント

ン夫妻またオバマ夫妻なども弁護士出身なことを皆さんもご存じのことです。な

お、韓国の前大統領ノムヒョンさん及び台湾前総統の陳水扁さんも弁護士でした

ね。東アジアの韓国・台湾で同時期に弁護士出身の首脳が登場したことは興味深

いことです。

○裁判所や弁護士が登場する背景
　歴史の本を読むと、どこの社会でも王権が成立して社会を統治するためにさま

ざまな行政機構を作り上げますが、そのような行政から分離して裁判所が独立し

て存在し、しかも機能するようになるのは歴史的に見れば、ごく最近といっても

言い過ぎではありません。

　裁判所が存在するだけでなく機能するようになるためには、よるべき法律の成

立と発展や、裁判所を機能させる実務法律家・法曹が多数存在し、そのレベルも

高くなければなりません。

　さて、「水戸黄門」や「大岡越前」など、まだテレビで放映されて現在の日本

人にも魅力ある存在ですが、そのような偉大な行政官が尊重されてきた日本が明

治維新以後どのように司法制度を建設してきたのでしょうか？

２　日本はどのように司法制度を建設してきたか
　　⑴　日本の弁護士の歴史概観　資料２

　私は弁護士ですので日本の弁護士の歴史ということを資料にまとめてみました

のでごらん下さい。日本の司法制度建設を弁護士の歴史という観点からみたもの

です。

　日本で弁護士という資格が確立したのは 1892 年の弁護士法の成立からのこと

ですが、すでに 1873 年から弁護士の前身である代言人制度が始まっています。

これは岩倉視察団が帰国した翌年のことですので欧米の制度を取り入れる一環と
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していち早く司法制度を整備しようとする明治新政府の積極的な意向を感じま

す。

　明治維新後に、明治新政府のとった立憲国家建設への意欲、司法制度建設への

努力は、当時の国家の最高指導者そのものが法律制度視察のため欧州に長期間留

学したり（伊藤博文）、当時の国家の指導者の大半が不平等条約改正という目的

があったにしろ、米国・欧州に長期間視察に言ったりと、今から考えてみると相

当強烈なものでした。

　そのような過程を経て、旧司法省（法務省赤レンガ建物）は皇居前に陣取り、

高等文官司法科試験を合格した司法官僚は行政官僚よりも高給をもって処遇さ

れ、司法の権威というものを徐々に確立していくわけです。　

　　⑵　日本の民事訴訟法の成立及び改正概観　資料３

　あわせて、日本の民事訴訟の歴史を資料にまとめてみましたので弁護士の歴史

と比べてください。

　民事訴訟法は、1890 年に制定されていますので日本の民事訴訟法の歴史は 120

年近くあることになりますが、民事訴訟の利用者に最も近い立場の弁護士が民事

訴訟法の立法に関与したのはごく最近で 1996 年の民事訴訟法の大改正がはじめ

てのことになります。立法は政府が主として学者の力を借りて行うものであり、

弁護士の力を借りようなどと思わない状況が長く続いたのです。明治に制定され

た民事訴訟法を大正に大改正しますが、その際民事訴訟を遅延させる元凶として

弁護士の存在が考えられていたため、むしろ弁護士は立法から遠ざけられたと考

えられています。

　第二次世界大戦敗戦後の民事訴訟法の改正は、憲法の制定とともにアメリカの

影響下で行われたので、その立法にも弁護士が組織的に関与することはありませ

んでした。

　しかし、憲法改正の成果として最高裁判所が設立され、弁護人の存在が憲法の

規定にも定められるようになって日本の弁護士の地位の向上が図られました。弁

護士の地位向上はもちろんその地位が法的に保証されただけでなく、弁護士や弁

護士会の努力によるものですが、さらにその背後には弁護士や裁判官及び検察官

の養成を最高裁判所司法研修所に統合した法曹養成制度の改革があったわけで
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す。

　そのようにして 1892 年に発足した日本の弁護士が約 100 年かけて、ようやく

より良い民事訴訟というものに取り組み、民事訴訟立法に主体的に参加するよう

になったわけです。

　　⑶　司法制度を作り上げるには大変な労力と時間が必要

　アメリカ合衆国のように、移民者間の紛争を解決するには法廷が不可欠であっ

た国と異なり、歴史的に王権が強く司法制度が長い間不要であったアジアでは特

に司法制度を作り上げることに大変な労力と時間が必要です。19 世紀の後半か

らアジアの国としては初めて司法制度の確立に取り組んだ日本にしても、その確

立には長い年月がかかり、しかも未だ不十分な点が多々あるのですから、第二次

世界大戦の後に独立した国々で司法制度を確立していくことが大変であることは

おわかりになることでしょう。

　それでは、そのような大変な労力と時間が必要な司法制度はなぜアジアの国々

に必要なのでしょうか？

第３　アジア（東・東南アジア）における司法制度の整備と
日本
１　各国・地域においてかなりアンバランス
　アジアといっても各国・地域において司法制度の発展はかなりアンバランスに

なっています。アジアは、東西冷戦のせめぎ合いのエリアになった結果、朝鮮戦

争やベトナム戦争（インドシナ戦争）などがあり、また中国内部での権力闘争

「文化大革命」の影響など、司法制度の発展の妨げになるさまざまな出来事があ

りました。アメリカ軍がベトナム戦争に敗北してインドシナ半島から 1975 年に

撤収した後も、ベトナムと中国との国境紛争、ポルポトのカンボジア支配とその

崩壊など、アジアでは戦乱が 1980 年ころまで続きます。従って、多くの国は法

制度の整備に国力を費やす余裕はありませんでした。

２　アジア各国の司法制度整備の背景
　　⑴　東西冷戦の終結
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　ベルリンの壁が崩壊し、ソビエト連邦が解体するなど東西冷戦が終結します。

　　⑵　市場主義経済の導入

　中国が社会主義的市場経済なる概念で、政治の民主化と切り離した形で市場経

済を導入し、それが他の旧社会主義国に影響を与えます。

　　⑶　WTO加盟の前提条件となる外的圧力

　社会主義経済圏にあった中国やベトナムが世界との貿易取引を行うための

WTO加盟に当たり、司法制度の整備や弁護士の活動条件の整備や弁護士増大へ

の数値目標の設定など外的圧力がかかってきました。

　これらのことは、明治初期に日本が不平等条約改正など米欧に対抗するために

急速に法制度の整備を進めた状況に重なります。

３　日本の法整備支援
　アジアにとっての日本─ODAとして法制度整備支援の有用性

　日本は、アジアの中で欧米に植民地化されず、欧米の法制度を取り入れなが

ら、日本独自の法制度を作り上げた国としてアジアの中で注目されるようになり

ます。電気製品や自動車などの優秀な工業製品でアジアから注目されるだけでな

く、その背後にある司法制度や法律をどのように整備発展させたかについてアジ

アのいくつかの国から注目されるようになりました。

　特に、インドシナ３国はかつてフランスの植民地であり、植民地時代にフラン

スの大陸法系の司法システムを導入していたため、それらの国は同じく大陸法系

の司法システムを導入した日本が戦後の欧米法システムの一部導入を経て、独自

の法制度を発展させていることを高く評価して、日本に対して法制度整備につい

て支援を求めるようになります。このような経緯で発展途上国支援（ODA）

で、法制度整備支援が大きく取り上げられるようになりました。現在はベトナ

ム・カンボジアなどに止まらないことは既に述べたとおりです。

第４　おわりに
　⑴　今日の講演では、アジアにおける司法制度の建設と発展というものが、19

世紀から 20 世紀のアジア地域の歴史と発展に深く結びついていることを理解し
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ていただいたかと思います。現在アジアの各国で、司法制度を確立すべく多数の

若者が法律の勉強に取り組んでいます。日本でも社会は多数の法曹が必要である

として法科大学院が設立されたのですが、他のアジアの国々でも、多数の法曹が

必要であり、またより良い法制度を作ろうとしてさまざまな試みがなされていま

す。

　司法制度というものは、アジアにはあまり歴史的に縁がなかった制度ですが、

各国が等しくその制度を確立しようと努力しています。この背景には、おそらく

司法制度（あるいは法治主義・法の支配）は、人類が社会生活上発明した画期的

な制度であり、およそすべての現代国家は司法制度を整備せざるを得ない段階に

到達したと各国が考えだしたということです。

　今日は、多数の法科大学院生がこの講演を聞きに来ていますが、今自分たちが

法律を学ぶことの積極的な意味を感じていただけたらと思います。日本の社会か

らも国際社会からもその活躍が求められているのです。現に、先程述べたアジア

の国々に長期専門家として派遣されている弁護士のほとんどは弁護士経験 10 年

未満の若手弁護士であり、志願して長期専門家に採用され JICAから派遣されて

それぞれ現地で奮闘されています。その役割は重要であり、給与等は JICAから

十分な額が保証されているようです。

　また、日本の弁護士は、アジア各国でのビジネスの分野でのプレゼンスは極め

て低いので、その分野でも活躍が求められています。

　⑵　ところで、法制度というものは、それぞれの国の時代状況に合わせて大き

く変革させていく必要があり、日本もその例外ではないということです。司法制

度が日本に登場して以来その歴史は 100 年余りあり、アジアの中では古いのです

が、完成されたものでなく、特に国民の側から司法制度を考え直していこうとい

う動きが出てきたのは民事訴訟法の改正のところでも述べましたが、最近のこと

といっても良いでしょう。この時期はアジアの各国が法制度を建設・整備しよう

としはじめた時期とちょうど重なっています。アジアの各国が法制度を建設し整

備しつつあるという状況が、日本の法制度改革の進展を後押ししていると見るこ

ともできます。
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　法科大学院発足による司法試験の改革、法曹養成制度の改革や 09 年５月に

迫った刑事裁判における裁判員制度の開始など現在司法の世界で起きている新し

いことについて、国内において様々な議論がありますが、アジアの他の国が法制

度の建設や法曹養成に懸命に努力していることからの比較、国際的観点からもお

考えいただくことも有益などではないかと思います。

　ご静聴ありがとうございました。
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資料１　日本弁護士連合会と中国の司法界との交流年表（72～）　
72　　日中国交正常化

74　　�第１次日本弁護士訪中団（団長柏木博）→柏木先生は元日弁連会長

75　　第２次日本弁護士訪中団（団長堂野達也）→堂野先生は元日弁連会長

77　　第３次日本弁護士訪中団（団長辻誠）→辻先生は元日弁連会長

　　　日中友好法律家の会（日中法律家交流協会の前身）設立

79　　日本法曹代表団訪中（古井喜実法務大臣・最高裁・日弁連）

　　　�その後　鍛冶千鶴子団長、三淵嘉子団長、野田愛子団長らの婦人法律家訪

中代表団その他の代表団

82　　�法務省・最高裁・日弁連の招待により中国司法部代表団訪日（団長・鄒瑜

副部長）

83　　検察公証人訪中代表団（団長　神谷尚男元検事総長）

　　　�日中法律家交流協会と改称、新規約制定（歴代会長は、柏木博・北山六

郎・阿部三郎・小堀樹）

　　　�以後、中国司法部・中華全国律師協会・中国法学会・全人代常務委法制工

作委員会・国務院法制局（法制弁公室）等との交流又以下の前日弁連会長

（日弁連会長を退任した直後）を団長とする日本弁護士連合会訪中代表団

を組織

85　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　石井成一前日弁連会長）

87　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　北山六郎前日弁連会長）

90　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　大石隆久前日弁連事務総長）

92　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　中坊公平前日弁連会長）

94　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　阿部三郎前日弁連会長）

96　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　土屋公献前日弁連会長）

98　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　鬼追明夫前日弁連会長）

00　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　小堀樹前日弁連会長）

02　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　久保井一匡前日弁連会長）

04　　日本弁護士連合会訪中代表団（団長　本林徹前日弁連会長）

04　　日弁連国際交流委員会訪中団（団長　内田晴康国際交流委員長）
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06　　日弁連と中華全国律師協会・交流協定締結

資料２　日本の弁護士の歴史概観
１　1868 年	 明治維新　

　　　　　　�欧州がインド・インドシナ・中国と進出し、それに遅れてアメリカ

のアジア進出が始まる中で、日本の進路をめぐって日本の政治の大

変動が起こり、徳川幕府との内戦を経て新しい明治政府が成立。

　　　　　　�明治新政府の課題は、日本に欧米諸国に匹敵する経済力・技術力・

軍事力を付けると同時に欧米の政治・法律制度を取り入れ、欧米列

強に対抗できるだけのシステムを作り上げることにあった。→不平

等条約の改正

　　　　　　岩倉視察団（1871 年～72 年）

　　　　　　政府高官が１年 10 月にわたり欧米 12 カ国を訪問

　　　　　　伊藤博文欧州派遣（82 年）後の初代総理大臣　憲法調査に

　　　　　　1888 年　大日本帝国憲法発布　外見的法治国家の確立へ

　　　　　　1892 年　弁護士法→弁護士の成立

	 73 年　　　代言人制度

	 77 年　　　代言人規則

	 81 年　　　代言人規則改正　代言人の権限の拡大

　　　　　　1933 年　弁護士法全面改正

	 非弁護士活動禁止の法律が制定

	 女性に対する弁護士資格認める

	 弁護士養成のための弁護士補制度（１年６月の実務修習）

２　1945 年	 日本の敗戦

　　　　　　社会制度全般にわたるさまざまな改革

　　　　　　1946 年　�日本国憲法発布　裁判所が司法省から独立→最高裁判所

へ　立法（国会）・行政（内閣）・司法（最高裁判所）

　　　　　　1949 年　現行弁護士法制定
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　　　　　　1949 年　日本弁護士連合会成立

　　　　　　1949 年　最高裁判所に「司法研修所」設置

　　　　　　1952 年　法律扶助協会設立→日本支援センターへ（06）

　　　　　　1986 年　外国弁護士特別措置法

　　　　　　1995 年　日弁連新会館建設（東京）

　　　　　　1999 年　内閣に司法制度改革審議会設置

　　　　　　2001 年　内閣に司法制度改革推進本部設置（総理大臣が本部長）

　　　　　　2004 年　法科大学院発足　

　　　　　　2006 年　日本司法支援センター発足

資料３　日本の民事訴訟法の歴史　　
　訴訟の実際の利用者（当事者代理人としての弁護士）が、民事訴訟の改善に参

加し、民事訴訟法の改正に関与したのは日本で初めての民事訴訟法が制定されて

から 100 年が経過した後であった

１　1890 年	 初めての民事訴訟法の制定

　　　　　　�旧憲法制定から２年後、1877 年のドイツ民事訴訟法の翻訳的継受

　　　　　　当事者主義の徹底

　　　　　　規定が精密すぎて運用に支障→訴訟遅延

　　　　　　民事訴訟法に対応できる法曹（特に弁護士）未成熟→画に描いた餅

２　1926 年	 民事訴訟法全面改正

　　　　　　ドイツ法のその後の改正、1895 年のオーストリア民訴法を参照　

　　　　　　職権主義的な色彩強い

　　　　　　準備手続き制度の導入←弁護士の協力なく機能不全→訴訟遅延

　　　　　　その後戦時体制において民事裁判は一層不活発となり、ついに

　　　　　　�1942 年には戦時民事特別法が制定され、職権調停を一般化し、調

停に代わる裁判が大幅に認められた

３　1948 年	 民事訴訟法の一部改正

　　　　　　アメリカの占領下　新憲法の制定

　　　　　　最高裁判所の発足
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　　　　　　職権証拠調べの廃止
　　　　　　交互尋問制度の導入
　　　　　　簡易裁判所・家庭裁判所の新設
　　　　　　この改正後も民事訴訟に関しては
　　　　　　→依然として著しい訴訟遅延
　　　　　　　争点が整理されず、五月雨審理
　　　　　　　国民の訴訟回避
　　　　　　　裁判所を利用しない紛争解決→政治家・暴力団
４　1979 年	 民事執行法が民事訴訟法から分離制定
５　1989 年	 民事保全法が民事訴訟法から分離制定
　　　　　　1990 年以降
　　　　　　�「国民にとって利用しやすく分かりやすい民事訴訟」を目指して法

曹三者が動き出す← 40 年間にわたる司法研修所統合教育の成果
６　1996 年	 民事訴訟法全面改正
　　　　　　�→裁判所・弁護士会の積極的な動き
　　　　　　　�弁護士及び弁護士会が初めて民事訴訟法改正に向けて関与
　　　　　　　�裁判所及び弁護士という民事訴訟法を実際に利用する立場の専門

家がより良い民事訴訟を目指して共同作業
　　　　　�　⑴　争点・証拠の整理手続きの整備・集中証拠調べの実現
　　　　　　�⑵　訴えの提起後の証拠収集手続きの拡充
　　　　　　�⑶　上訴制度の整備
　　　　　　�⑷　少額訴訟制度の新設
７　2003 年	 民事訴訟法の一部改正
　　　　　　�裁判迅速化法の制定　第一審訴訟手続きを２年以内のできるだけ短

い期間内に終結させること
　　　　　　�⑴　計画審理主義の導入
　　　　　　�⑵　訴え提起前の証拠収集手続きの拡充
　　　　　　�⑶�　専門委員制度の創設・鑑定制度の改善→専門訴訟（医療過誤損

害賠償請求訴訟などの）対策
　　　　　　�⑷　簡易裁判所の機能強化


